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序 研究の背景と分析の視角  
 
 芸術文化を経済分析の対象とする「文化経済学  (Cultural Economics)」また
は「芸術の経済学（Economics of the Arts）」は、1960 年代に、芸術文化財の
供給が絶えず慢性的な赤字にさらされている現実から、公的支援の必要性を示
すことに始まった。当初の分析対象とする文化や芸術は、ハイカルチャーに限














 全体の構成は以下の通りである。  








































 第 3 章では、日本の芸術文化政策の展開を分析している。特に初期の 10 年
間は日本の文化政策が本格的に始まったばかりで試行錯誤の時期であった。し
かし、1990 年の芸術文化振興基金の設立はその後の文化政策の枠組みができる
                                                   


































































形成への第一歩は 1990 年であるといえる。これは、1960 年前後から芸術文化
の支援の確立に動き出した他の先進国と比較すると、決して早いとはいえない 4。





る 5。  
 芸術文化に対する関心と経済的意味は、社会の成熟とともに変化する。
Baumol and Bowen (1966) が主張した、「文化経済学」の長年のテーマであっ
た公的支援の根拠に加え、今日においては、国や民間の団体がどれくらいまた
はどのように芸術文化の支援に関わればよいのだろうかという問題を経済社会
                                                   










おいては、芸術評議会（Arts Council）が 1946 年に創設、フランスでは文化
省（Ministère de la Culture）が 1959 年に設立、アメリカでは全米芸術基金

































                                                   
6 小林（2004）、p. 90。  














野が含まれるとされるため、非常に範囲が広い 12。  
 このように 2001 年以降は、行政機関においては、「文化芸術」という用語が
用いられる傾向が強いが、ここでは、「文化」というよりは、「芸術」そのもの








を受け、1970 年代には、Peacock and Weir（1975）、Blaug（1976）、Throsby 
and Withers（1979)、1980 年代に入ると Frey and Pommerehne（1989)によ
り研究が発展していった。その後、1990 年以降は、この領域のテキストとして、
O ’Hagan ’s（1998)、Throsby（2001)、Heilbrun and Gray ’s（2001)、Frey（2003）
                                                                                                                                                     
が設立されたことから、2000 年までは教育白書としての『我が国の文教施策』、













12 根木（2005）、p.21。  





前述の Blaug（1976)、Peacock and Rizzo（1994）、Ginsburgh and Menger
（1996)、Ginsburgh（2004）、Towse（1997a、1997b、2003、2007)がある。 
 Baumol and Bowen（1966）以降、文化経済学に関する論文発表や書籍の増
加を受け、1973 年に、アメリカで学会（The Association for Cultural Economics 
International）が設立され、1977 年 6 月に、Journal of Cultural Economics
が創刊された。そして 1979 年に、第 1 回国際学会（ International Conference 
on Cultural Economics）がエジンバラで開催され、現在も 2 年に 1 度の割合
で続いている 14。日本においては、1992 年に、文化経済学会＜日本＞（Japan 
Association for Cultural Economics）が発足し、2007 年には、日本文化政策
学会（The Japan Association for Cultural Policy Research）が設立された。  
 「文化経済学」または「芸術の経済学」が分析の対象とする文化や芸術は、











                                                   

















































個別需要曲線とそれを集計した社会的需要曲線 D が、図 1-2 で示されるとしよ
                                                   
17 里見（2005）、pp.174-178 参照。  
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う。社会的需要曲線は、個人 1 の需要量 d1 と個人 2 の需要量 d2 を縦方向に合
計することで導かれる。公共財の場合、先に述べた性質より、同一の財に対し
て、d1 を消費しても d2 の受け取る消費量を減らさない。ただし、各個人は、
それぞれの限界効用にしたがって、この公共財に対しての支払い費用を決める

























図 1-2 公共財の需要曲線と供給量  
 














 芸術文化市場で取引される財の特徴は、第 1 に外部性を持っていることであ
る。外部性とは、ある経済主体が、市場取引を通じないで、他の経済主体の経
済厚生に与える影響である。外部性が存在すると、他の経済主体に費用と便益


















































                                                   
19 麻生（1998）pp.80-99、常木（2002）pp.79-89 参照。  













 また、Frey and Pommerehne(1989)は、芸術のもつ外部性について、①オプ
ション価値（ option value）、②存在価値（ existence value）、③遺産価値（bequest 















 さらに、片山（ 1995a） 22は、舞台芸術の外部性を、公的支援の必要性を説
                                                   










く中で、①文化遺産説（ Legacy to future generations）、②国民的威信説



























Grant や Voucher 制度なども視野に入れた「補助金」、寄付金の税金控除など
                                                                                                                                                     
芸術文化には、演劇、オペラ、ダンス、音楽等の舞台芸術から、映画、絵画、
建築までさまざまな形態が含まれるが、ストックの問題を避けるために、舞台
芸術（performing arts）を中心に分析が行われている。  
16 
 
のような「 incentive 付与」、をあげている。  
 
（３）準公共財  

























                                                   
23 Baumol and Bowen (1966) 参照。  






































                                                   












図 1-3 芸術文化財・サービスの生産、流通、消費  
 
 

















































































                                                   
27 本章は、三浦（2007）に大幅な加筆・修正を加えたものである。  
28 Khan(2000a 訳、p.89). 
29 ibid., p.65. 
30 Khan(2000b 訳、p.121). 
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である」と定義されている 32。  
 こうしたレント・シーキングの概念が最初に提唱されたのは、Tullock (1967)
においてであった。彼の目的は、1950 年代から 1960 年代にかけて支配的であ
った独占と関税から生じる厚生損失は小さいという考え方に対する反論、すな
わち厚生損失が過小評価されていることの証明だった。図 2-1 において、完全
競争下にある産業であれば、P0 の価格で、Q0 の生産がおこなわれる点 C が市
場均衡となっているだろう。ところが、ここで、何の費用もかけずに独占状態
になるならば、市場均衡は P1 の価格で、Q1 の生産がおこなわれる点 A になる。
この場合の独占による消費者余剰は三角形 ABC である。Harberger (1954) は、
                                                   
31 Tollison (1982 訳、p.77)．  

















の Harberger (1954) と Mundell (1962) に対して、Tullock (1967) は、独占
や関税の実行する際の手続きには、多くの社会的費用が存在することを主張し
た 33。図 2-1 においては、矩形 P1 AB P0 が社会的費用となる。すなわち、この
産業は独占状態を目指して、矩形 P1 AB P0 を費用とし、レント・シーキング活
動を行い、レントを獲得しようとするというものである。  






を書いた時、Kruger は Tullock (1967) を知らなかったとされ、Kruger (1974) 
の論文は基本的には理論的なものであったことから、Tullock (1967) の論文に










































                                                   
35 Kruger (1974）は、インドとトルコのレントの推計を行っている。 1964 年
のインドのレント（公共投資、輸入許可、管理商品、信用割当、鉄道）は国民
所得費の 7.3％にあたり、トルコのレント（輸入許可）は GNP の 15％になる
と推定している。  
36 Khan (2000a) , pp.66-69. 
37 レントの形態の説明内容は Khan(2000a)に、分類したレントの便益者や例は
加藤  (2004) に依拠する。  
24 
 











































表 2-1 レントの市場への効率性と成長に与える影響  
 





独占レント  非効率的  成長削減的傾向あり  シュンペーター・レント
や学習レントと区別 し
づらい時がある  













効率的な場合もある  成長促進的傾向あり  長 期 間 放 置 しすぎる
と、独占レントになる場
合もある  











出所：Khan (2000a 訳、 p.93) より。  
 
 
                                                   
































                                                   
39  こうした利得も官僚や政治家サイドからみればレントとなる。  
40  加藤  (2004)、p.184。  
41  Khan, op.cit., p.70. 

































                                                   























て、検証を試みることができるとしている 45。  







 図 2-3 は、図 2-2 を抽象化し、通常の生産過程とレント・シーキング活動の
存在が時間の経過とともにどのように変化していくかを表したものである。左
の縦長の楕円はレント・シーキング活動を示し、右の横長の楕円は通常の再生
                                                   















 出所：  Khan(2000b), p79 より。   
 
 
図 2-2 レント・シーキング活動の時間的変化  
 
 




































































                                                   




































                                                   
48例えば、地主というパトロンの場合、彼は、借地、友誼、過去にサービスを
交換した、父親同士が知り合いだった、という経験を通じてクライアントにし




というようなことである (ibid., p.95）。  





































































                                                   
51 本章は、三浦（2010）に大幅な加筆・修正を加えたものである。  
52 ニッセイ基礎研究所（2015）が行った調査によれば、文化庁も含めた関連省
庁が 60、公的機関や財団が 9、民間財団が 6、民間企業・LLC 等が 7、NPO が
16、中間支援団体・協会が 4、合計 102 機関がある。  












たように、Baumol and Bowen (1966)54によれば、外部性として、①国家に付
与する威信、②文化活動の広がりが周辺ビジネスに与えるメリット、③将来世
代への芸術の継承、④教育的貢献の存在がある。Frey and Pommerehne(1989) 55
は、①オプション価値（ option value）、②存在価値（ existence value）、③遺




                                                   























56 第 1 章で述べたように、Frey (2003)、片山 (1995a) も外部性の整理をおこ
なっている。  


































３ . 日本における初期支援施策の変遷  
 











とである。まず、文化庁長官の私的諮問機関による 2 つの報告、①1977 年 3















































                                                   
58 文化庁  (1999)、pp.38-40。  








行政」から「文化政策」への転換が進んだのである。   
 ところが、小林（2004）で指摘されているように、総務庁行政監察局が 1994














造活動の新規支援施策「アーツプラン 21」の創設につながった。  
  
（２）アーツプラン 21 への期待（1996 年－2000 年）  
 第 1 期に受けた課題に対し、芸術文化の振興の根本ともいえる芸術創造活動
の推進について強化が始まった。それが、1996 年に文化庁が、従来の支援施策
である①民間芸術等振興費補助金、②舞台芸術高度化・発信事業、③優秀舞台
                                                   





低い数字となる（片山  2006、p.215）。  
62 政府が介入する理由としては外部性の存在があることはすでに述べたが再








ち出した「アーツプラン 21」である。図 3-1 に示したように、アーツプラン
21 は、芸術創造活性化事業として①芸術創造特別支援事業、➁国際芸術交流推
進事業、③芸術創造基盤整備事業、芸術振興基金への補助金としての④舞台芸
術振興事業の 4 つの事業から構成され、予算額は、前年の事業費、22 億 1 千 6
百万に対し 1996 年度の事業費は、32 億 6 百万、1997 年度は 38 億 5 百万、1998
年度は 42 億 8 百万と大幅に増額された。④舞台芸術振興事業の背景には、芸
術文化振興基金創設以降、創立以降の金利の低下により、芸術文化活動への助
成額が減少したため、それを補う意味があった。その時、芸術文化振興基金に
は、政府より 10 億円の追加出資がされている。この 4 つの事業の中で最も注
目をあびたのは、3 年間継続して支援を行うという①芸術創造特別支援事業で、
年々事業費を増額させ、初年度は 15 団体、1997 年度は 20 団体、1998 年度は
25 団体、1999 年度には 28 団体にまで増えていった。その後、アーツプラン
21 は、2002 年度より、新世紀アーツプランに引き継がれることになる。  
 一方で、文化政策推進会議からは、1995 年に提出された報告書「新しい文化
立国をめざして」にそって、支援施策を見直し、1997 年 7 月に「文化振興マス
タープラン 文化立国に向けての緊急提言」が発表され、国が「文化振興マス
タープラン」を策定することを提言した。それを受けて文化庁が、 1998 年 3




役としての位置づけを示唆している 64。  
 しかし、第 1 期で指摘されていた、文化行政全般にわたる政策や理念の欠如






                                                   
64 小林  (2004) 、p.16。  
42 
 




出所：芸能文化情報センター（ 1997） p.123、文化庁（ 1999） p.72 より作成。  
 
（３）文化芸術振興基本法制定による新たなる局面（ 2001 年以降）  





















































































                                                   
65 日本芸能実演家団体協議会（2001）、p.160。  








第 3 に、政府が発表した経済成長戦略に関する報告書である。2007 年 5 月、
政府は、アジア各国と積極的な交流を図りながら日本の役割や地位をたかめよ
うとする報告書「アジア・ゲートウェイ構想」を発表した。その中で、政府は、






益々その重要性を増す。」 としている。また、2003 年 3 月内閣に設置された知















                                                   

































                                                   
































算 541 億円と民間企業からの寄付金 112 億円の計 653 億円を原資として発足し
た。  
 図 3-2 は、1990 年度から 2014 年度までの文化庁の予算、国の一般会計予算、
文部科学省の一般会計予算の伸び推移を、1990 年度を 100 としてみたもので
ある。国と文部科学省の予算と比較して、文化庁予算は急激な伸びを示してお
り、1997 年には約 2 倍近くに達した。その後、1998 年から 2000 年に減額の










れによれば 1975 年のアメリカの内訳は、中央政府 12%、州政府 15%、地方政
府 14%、企業 39%、個人 20%である。5 カ国の中で、中央政府の支援が一番多
いのはイギリスで 70%であり、地方政府 17%、企業 5%、個人が 8%となってい
る。  
70 根木（2001）、p14。  





図 3-2 文化庁、国、文部科学省の予算額の変化率（ 1990-2014）  
  

















の予算に占める割合は 1990 年の 0.07%から 2014 年には 0.11%と漸次増加傾向
にあるものの諸外国と比べれば大きいとはいえない 73。   
                                                   
72 2000 年 1 月 6 日、経済財政政策の審議機関として内閣府に設置された。  



















出所：文化庁監修（ 1999）『新しい文化立国の創造をめざして―文化庁 30 年史－』、文部
省（各年版）『我が国の文教施策』、文部科学省『文部科学白書』（各年版）より作
成。   

















1990 43,237 5.6 0.90 0.07
1991 45,979 6.3 0.91 0.07
1992 49,598 7.9 0.93 0.07
1993 53,897 8.7 0.99 0.07
1994 59,584 10.6 1.07 0.08
1995 66,765 12.1 1.18 0.09
1996 75,003 12.3 1.30 0.10
1997 82,839 10.4 1.42 0.11
1998 81,888 -1.1 1.41 0.11
1999 80,504 -1.7 1.37 0.10
2000 80,791 0.4 1.37 0.10
2001 90,949 12.6 1.38 0.11
2002 98,476 8.3 1.50 0.12
2003 100,333 1.9 1.59 0.12
2004 101,593 1.3 1.68 0.12
2005 101,605 0.01 1.77 0.12
2006 100,648 -0.9 1.96 0.13
2007 101,655 1.00 1.93 0.12
2008 101,755 0.1 1.93 0.12
2009 102,012 0.3 1.93 0.12
2010 102,024 0.1 1.85 0.11
2011 103,127 0.1 1.84 0.11
2012 103,200 0.1 1.89 0.11
2013 103,300 0.1 1.91 0.11














に 1993 年の 9,553 億円をピークに減少しはじめ、2007 年には 3,328 億円と約
3 分の 1 の額になっている。1993 年の都道府県の芸術文化費が 2,085 億円であ

















                                                   
74 後藤（2005）、p.68。  
51 
 
図 3-3 地方における文化予算の推移（1990-2013）  
  





図 3-4 地方における芸術文化経費の内訳（用途別）  
 












1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013




8.7 10.3 11.0 9.8 11.7 9.4
14.1 16.6 16.6 17.1
20.1 17.9





































振興」と「文化財保護の充実」の 2 つに分けられる。図 3-5 では、1993 年から
2007 年の文化庁の予算の推移を、この分野別に、金額ベースで示したものであ
る。芸術文化の振興にかかる予算は年々増額され、1993 年から 2007 年の間に、






ツプラン 21」75（1996 年度から 2001 年度）、「新世紀アーツプラン」 76（2002










により、2007 年に閣議決定された第 2 次基本方針では、重点的に取り組むべき
事項の一つとして、「文化芸術活動の戦略的支援」78があり、審査・評価の充実








































1993 1995 1997 1999 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012
芸術文化の振興 131 157 236 253 314 382 382 395 403 395 385 396 371 363 351 366
文化財保護の充実 408 492 573 532 574 581 596 596 580 574 593 595 622 631 653 661
その他 0 18 19 20 21 21 25 25 33 37 39 26 27 27 28 30





























































































                                                   
79 本章は、三浦（2014）に加筆・修正を加えたものである。  







































よう 81。市場構造を形成する要因としては、通常、次の 3 つがあげられる。そ
の第 1 は市場における売手と買手の数、第 2 は生産物分化（製品差別化）の程


























                                                   


















 以上で 3 つの要因ごとに市場構造を分け、それぞれの構造に対応する競争形
態をみてきたが、現実の市場の構造はこれら 3 つの要因が組み合わさったもの















































                                                   


































                                                   
83 The Broadway League のホームページ、
http://www.broadwayleague.com/index.php より。  












































価格設定の目標を Throsby and Withers (1979) にしたがって、次のようにま
とめる。これら NPO 団体は、総収入と総費用を一致させるという条件のもと
で、団体自らが認める品質水準のサービスを可能な限り多く供給する（＝観客









 図 4-1 は縦軸に価格と平均費用をとり、横軸には公演回数、したがってまた
観客数がとられている。たとえばある劇場には、 1,000 の座席があったとする









                                                   
85 Throsby and Withers (1979), pp.14-15. 




























の Q1 を超えて Q2 となることがまず考えられよう。Q2 のもとでは価格は P2 と
なり、この P2 は平均総費用（  = AFC+AVC）に等しいので利潤は生まれないが、
損失も生じていない。補助金の獲得が期待される場合は、価格が限界費用に等





となっていると考えられている 87。  
 NPO 団体である舞台芸術の団体の場合、補助金を得るには、価格を P＞AC
（= AFC+AVC）の水準に設定することはできない。価格水準は P＜AC となら
ざるをえない。  






                                                   
87 1 つの市場（もしくは産業）で生まれる余剰が最も大きければ、その時の産
出量が最適であると考えられている。余剰（S）は、S = ∫(𝑃 − 𝑀𝐶)𝑑𝑄 と表され








出所： J. Heilbrun and C.M. Gray (2001), p.122, Fig.7.1.をもとに作成。  
 
 




















































 前節の図 4-2 は、営利企業としての団体の均衡価格を示したものである。価
格 P1 'のもとでは平均（総）費用が償われている。すなわち、Q1 'を供給するに
あたっての可変費用の総額と固定費用の総額が収入（＝売上高）をもってすべ
て償われているのである。そこで、P1 'より低い P2 'という価格を設定すると、
需要量は Q2 'まで増加する。しかし、この P2 'では費用の全額を償うことができ
ない。そこで価格を差別化し、まず P1 'の価格で Q1 'の数量を販売し、ついで、
P2 'の価格を設定して Q2 '－Q1 'の数量を販売するのである。そうすると、P1 'の
価格で固定費用の総額を償っているので、P2 'の価格は可変費用を償いさえすれ
ば、単位当たり P2 '－AVC の利潤を生むことになる。図 4-2 では、このように






みていこう。いまある企業が TC（総費用）= 450＋20Q という費用曲線（関数）






 ところが、この企業は需要条件の異なる 2 つの客層をもっていたとする。1
つは高い価格である程度の需要量の見込める顧客であり、他は、価格が低けれ
ば多くを需要するという顧客である。そして、前者の需要曲線が、P1 = 180－
20Q1、後者の需要曲線が P2 = 80－5Q2 であった。  
 そこで、前者には 100 の価格で販売し、後者には 50 の価格で販売すること
にした。すると総収入（TR）は TR = P1・Q1+P2・Q2 から、700 となる。これ
に対して総費用は TC = 450+20Q（ただし Q = Q1+Q2）から 650 となり、こう
した差別価格の実施から、単一の価格のもとでは損失が生ずるのみであったの
と異なり、50 の利潤が生まれてくることになる 88。  





 こうした 2 部料金制の論理を図をもってみていくことにしよう。図 4-3 は前
章の図と同様に縦軸に価格と平均費用や限界費用をとり、横軸に数量がとられ
                                                   
88 需要曲線  𝑃1 = 180 − 20𝑄1から総収入 (𝑇𝑅1)を求めると、  
𝑇𝑅1 = 𝑃1･    𝑄1 = (180 − 20𝑄1)𝑄1 = 180𝑄 − 20𝑄1
2                 
ここから限界収入 (𝑀𝑅1)を求めると、  
𝑑𝑇𝑅1 𝑑𝑄1⁄ = 𝑀𝑅1 = 180 − 40𝑄1  
同様にして  𝑀𝑅2を求めると、  
𝑀𝑅2 = 80 − 10𝑄2  
さらに総費用曲線  TC = 450 + 20Qから、限界費用 (𝑀𝐶)は、MC = 20となる。
この  MCと𝑀𝑅1ならびに  𝑀𝑅2を等しいとおくと、  
180 − 40𝑄1 = 20  
80 − 10𝑄2 = 20  
となり、利潤を極大にする𝑄1および𝑄2が求められ、  𝑄1 = 4、𝑄2 = 6となる。
さらにそれに対応する価格は  𝑃1 = 100、𝑃2 = 50となる。  
ちなみに、単一の価格を設定した場合についてみると、次のようになる。 
 需要曲線  P = 100 − 8QからMRを求めると、  
𝑀𝑅 = 100 − 8𝑄  
となり、これを MC と等しいとおくと、 100 − 8𝑄 = 20から𝑄 = 10となり、需
要曲線から𝑃 = 60となる。  
𝑇𝑅 = 𝑃･  𝑄 = 60･  10 = 600  
から、利潤  (𝜋) は、  
















APC から矩形 BPCD を差し引いたものとなる。だが、APC＞BPCD である限
り、買手には余剰が生まれているので、買手は会費を支払ったうえにチケット
価格（P）を支払ってサービスを購入することになる。  
























































表 5-1 文学座 2013 年度本公演のチケット価格  
 
 
出所：文学座「文学座 2013 年公演情報」、  
http:/ /www.bungakuza.com/about_us/jyouen2013.html より作成。  
 
 
表 5-2 読売交響楽団 2013～2014 シーズン「定期演奏会」チケット価格  
 
 
出所：読売日本交響楽団『読売日本交響楽団 2013~2014 シーズンプログラム』、 p.10。  
 
 
表 5-3 劇団四季の会員費用とチケット価格  
 
 
出 所 ： 劇 団 四 季 「 ラ イ オ ン キ ン グ 四 季 [ 春 ] 」『 四 季  公 演 日 程 ／ 料 金 』、








S A B C
1回券 7,000円 6,000円 5,000円 3,500円
年間会員（11公演） 46,000円 42,000円 35,000円 29,000円
上期会員券（5公演） 27,000円 24,000円 21,000円 15,000円



































増加し、需要を減少させるというわけである 89。  
 しかし、こうした所得増加の需要への負の効果が考えられるにしても、やは
り所得増加の純効果は需要を増加させると考えることができよう。これをいい
かえれば、舞台芸術の需要の所得弾力性は 1 より大きいと推測されるのである。 
 以上の推測を裏付けるために、米国における舞台芸術の需要の所得弾力性の
計測結果をみておこう 90。Moore はブロードウェイの演劇の需要の所得弾力性
について 1928～63 年の時系列の計測と 1962 年の階層別の計測の両方を行い、
時系列の計測では 0.35～0.37 の値を得、階層別では 1.03 の値を得ている。
Houthakker (1966) は米国の演劇、オペラならびに他の非営利の舞台芸術の需
要の所得弾力性について 1929 年～64 年の時系列の計測を行い、1942～45 年
を除いた場合は、0.74 という値を得、この期間を含んだより長期では、 1.26  
                                                   
89 Moore (1968), p.175. 
90 Heilbrun and Gray (2001) は、多くの研究者による欧米の Performing Arts
の需要の所得弾力性の計測結果を一覧表にしている（Heilbrun and Gray, 
op.cit., p.99）。ここでは、そこで取り上げられているものを引用している。  
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表 5-4 2003 年－2008 年のチケット売上高   
 
出所：ぴあ総合研究所（ 2009）、 p.180。  
 
表 5-5 2003 年－2008 年の名目 GDP 
 
出所：内閣府「国民経済計算（ GDP 統計）」、  
http:/ /www.esri.cao.go.jp/jp/sna/menu.html より作成。  
 
 
という値を得ている。また、Throsby and Withers (1979)は、Houthakker と















2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年
クラシック音楽 25,676 27,427 29,929 33,354 27,950 27,704
ミュージカル 49,615 52,051 55,481 64,047 62,169 66,781
演劇 27,079 29,123 25,823 28,739 31,306 31,269
バレエ／ダンス 7,807 8,028 9,463 10,099 10,746 10,792
(出典）ぴあ総合研究所『ぴあライブ・エンタテインメント白書2009』、2009年、p.180。
単位：10億円
2003年 2004年 2005年 2006年 2007年 2008年
名目GDP 498,854.80 503,725.30 503,903.00 506,687.00 512,975.20 501,209.30























 つぎに費用の側面に目を転じよう。Baumol and Bowen によってなされた舞
台芸術における生産性の停滞と費用上昇との関係についての指摘を受けて 91、
Heilbrum and Gray はつぎのような簡単なモデルを示しているので 92、まずは
このモデルからみていこう。時間当たり賃金を w、時間当たりの物的産出高（労
働生産性）を opw、生産物単位当たりの労働費用を ulc、そしてそれぞれの数





という関係が成り立つ。次の年 1 に賃金と労働生産性がそれぞれ k％上昇する
と、  
                                                   
91 Baumol and Bowen (1966), Chapter7. 































していると思われる。Baumol and Bowen が調査した期間の内には 1930 年代
の大不況の時期が入るにもかかわらず、この間に、映画産業やテレビ産業が発
達し、舞台からスター・プレーヤーが高額の報酬で映画・テレビに引き抜かれ







                                                   
93 W.J. Baumol and W.G. Bowen, op. cit., p.187, p.201. 
94 T.G. Moore, op. cit., pp.14-15. 
95 山口不二夫（2011）、p.229、p.237。  
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96 Smith (1776 訳、p.79)。  
97 日本のオーケストラ楽団の総人件費は 1996 年には 7,277,978,229 円で、




ルでの読売交響楽団の A 席から D 関までのチケット価格の単純平均は、6,500
円、2013 年の S 席から C 席までの単純平均は 5,375 円で、むしろ低下してい














1990 年にかけての時期には 30%を大きく上回っていて 98、おそらくこの数値は
現在でも大きく変化しているとは思えない。  
 日本の平均的なオーケストラ団体における助成金の総収入に占める比率も、















                                                   
98 Heilbrun and Gray, op.cit., p.158. 
99 日本オーケストラ連盟「オーケストラの実績」（各年版）、

































































                                                   


































                                                   
101 Abbing (2002 訳、pp.373-374)。Abbing は、もしオランダ政府が芸術へ
の支援をやめると、チケット価格の上昇により、舞台芸術の公演に同じ頻度で

































                                                   































まで引き下げられると、観客数は、Q3 まで増える。上演期間が Q3 のときのシ
ートあたりの平均総費用は、点 J で示されるように ATC3 である。ここで、1 
                                                   
103 Abbing （2002 訳、p.378） .  
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出所： 中村 (2013), p99 より。   
 
 
 さらなる目的は、芸術文化財の質の向上である。図 5-3 は、芸術文化財が学
習レントにより、量から質の向上へと転化していく過程の概念図である。上方
の縦軸に価格、横軸に芸術文化財の数量、下方の縦軸に芸術文化財の質（芸術
文化財 A より芸術文化財 B の方が財の質が高い場合は、A＜B と示す）を、そ
れぞれとる。芸術文化財 A の t0 時点の供給曲線を St0、t1 時点の供給曲線を St1
とする。この財に対する需要は、単純化のために、t0 時点と t1 時点においても
シフトせずに、D とする。この図におけるキーとなる概念は、「量が質に転化す
る」という考え方である。つまり、ある一定量（この図では OQ2）の A の生産
を実際に経験することによって、B（B>A）の生産が可能になるという考えで
ある。その意味において、より質の高い B を得るための A の最小必要量は OQ2
である。ここで、t0 時点から t1 時点までの間、学習レントが与えられると、供





































図 5-3 学習レントによる芸術文化財の量から質への転化について  
 
 
出所：  三浦 (2013), p144 を一部修正。   
 
A より上質な B は、ある一定量（OQ2）を確保するまでは、生産できない。学習レントに
より、A の「生産継続」が可能になり、A の供給曲線が下方にシフトして、SAt0 から Sat1
になる。その時点で、A の産出量は、 0Q2 となり、B の生産が、はじめて可能になる。そ





































 文化庁は、2011 年度から 2016 年度までの 5 年間の「日本版アーツ・カウン
シル」の試行的な導入を経て、2017 年度からの本格導入を目指している。また、



















の分裂していた小グループの合併により、1913 年 11 月 15 日に、「ロンドン・
89 
 







いうものは、容易には栄え得ない。」（Keynes 1982 : 訳 p.414）と展覧会を訪
れた人々に絵画を買うことを推奨するも、グループで展覧会を開いたところで、
それは画家たちの収入へはつながらなかった 106。  
 Keynes はロンドン・グループの組織効率の悪さと絵が売れない事実を解決







に委ねられた。その協同組合は、Keynes を含む設立メンバーの 4 人は保証人
                                                   




（keynes 1982 : 訳 p.415）と評している。  
107 他の設立メンバーは、Samuel Courtauld、James Hindley-Smith、L･





ス絵画の収集家であった（Dostaler2007：訳 p.536 参照）。Keynes 自身も 1918
年に購入したセザンヌの『林檎』を契機として本格的な絵画の収集家になった。  
108 ロンドン芸術家協会の最初のメンバーは総てロンドン・グループのメンバ
ーであり、Bernard Adenay、Keith Baynes、Vanessa Bell、Frank Dobson、
Duncan Grant、Roger Fry、Frederick Porter の 7 人であった。うち Vanessa 




















した Keynes の芸術そのものへの干渉は芸術家の反感を買うことにつながった。 
 さらに、1931 年、世界大恐慌のあおりを受け、Keynes は絵画展での価格を
通常の半額ほどに引き下げることを協会のメンバーに納得させた。しかし協会
の運営は危機を迎え、初期メンバーの 3 人 110がロンドン芸術協会から脱退し、
他の画廊へ移ってしまうという事態を迎え、1933 年 10 月にロンドン芸術家協
会は幕を閉じた。それでも協会は最初の 4 年半でメンバーによる 700 点以上の






                                                   
109 Keynes (1982 訳、p.305)参照。  
110 Duncan Grant、Vanessa Bell、Keith Baynes の 3 人のこと。Roger Fry
と Frank Dobson はそれ以前に脱会していた。  
111 持元（2001、p.26）参照。  




的に支援する組織へと導いた 113。  
 
（２）CEMA 
 1942 年 、 Keynes は 、 音 楽 ・ 芸 術 奨 励 協 議 会 （ the Council for the 







ことがあった 115。  




ることが CEMA の役割だと考えた 117。Keynes は CEMA を運営するにあたり
                                                   
113 持元（2001、p.27）参照。  






川 2001、p.121）。  
116 CEMA の推進役でもある事務局長の Thomas Jones 博士が CEMA の活動を
社会活動の延長線にあるととらえていたため、その思想が反映された（Glasgow 








117 Keynes (1982 訳、p.492)参照。  
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の仕事」 119であった。  




のかという CEMA の存在意義を問うものであった 121。この問いかけが Keynes
のアーツ・カウンシルへの構想へとつながった。  
 
３．CEMA からアーツ・カウンシルへ  
 
（１）変容の背景  
 1944 年 9 月、CEMA の理事会で、Keynes の描いていた新しいビジョンの具
現化として「王立芸術評議会」の創設が提案された。その新しい組織のメンバ
ーは 11 人で、そのうちの委員長、副委員長および音楽、演劇、視覚芸術の 3
分野から選出された有識者委員の 5 人で理事会が作られ、運営資金は教育省か
らの補助金で年 50 万ポンドをあてるというものであった。この提案は、1945
年 1 月に承認され、同年 6 月に政府が恒久的組織として名称を変更することで
正式に発足となった。ここに、「英国芸術評議会」（ the Arts Council of Great 
Britain）」が誕生するのである。Keynes は英国芸術評議会の初代議長となった。 
 Keynes は、音楽・芸術奨励協議会がその頭文字をとって CEMA と呼ばれる
                                                   






です。」（Keynes 1982：訳 p.499）  
































                                                   
122 Keynes (1982 訳、pp.500-501)。  
123 ibid. 






























したといえる 128。  
                                                   
125 Keynes (1972a 訳、p.348)。  
126 Levy (1975 訳、p.94)参照。  
127 Keynes (1972b 訳、pp.581-582)。  
































 Keynes が初代会長をつとめた英国アーツ・カウンシルは、今や 550 人の職
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